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権利擁護の取組み 

 

概要 

 

１．権利擁護研修 

・幅広い方法で効果的な研修が実施できるよう工夫する。 

・『成年後見制度の利用促進及び体制整備』の中での役割を意識しながら計

画的な研修計画を立て実行する。 

・サービス事業所での研修企画の一助となるよう、研修動画を作成し社協

ホームページに掲載する。 

・事業所に義務化されている虐待防止に向けた体制整備の充足度の把握と、

整備勧奨の取組みを検討する。 

 

２．法律支援事業 

・法的見解が必要となる相談ケース等に対応するため、法律支援事業を活

用する。 

・特定相談支援事業所がケースを通して法律相談の活用効果を実感できる

よう、『法律支援事業活用マニュアル（事例集）』の社協ホームページへ

の掲載に加え、定例法律相談への傍聴参加を促す。 

・サービス事業所も同様に法的な課題を抱えている所もあると思われるこ

とから、取り扱う内容や利用方法（相談ルートや参加方法）などを検討

した上で、サービス事業所の傍聴参加についても進める。 

 

３．虐待レビュー会議 

・対応に苦慮する虐待ケースが出てくる可能性もあることから、毎月の基

幹相談支援センター内のレビュー会議で各ケースの進捗状況を確認し、

対応方法等の話合いの機会を通じて課題解決につなげる。 

・虐待対応から通常のケース対応に切替えるタイミングや、課題の解決ま

たは虐待対応の終結に向けた支援の方向性の確認や検討、情報共有の場

として、今後も市と基幹相談支援センターによる虐待レビュー会議の開

催を継続する。 
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１ 権利擁護研修 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

施設従事者等虐待防止への取組みとして、『利用者の特性や配慮すべきポイ

ントを理解した支援の検討と実施』をテーマに研修動画を掲載中。 

 

今後の方向性 

成年後見制度利用促進に向けた研修会を２月に開催予定。（高齢介護室・地域 

包括支援センター、和泉市社会福祉協議会地域福祉課と共催） 

 

施設従事者等虐待防止への取組みとして、１２月より研修動画をココスル

（社協ホームページからリンク）に掲載。また、動画視聴後のアンケートで、

事業所の虐待防止に向けた体制整備（※）の充足度を調査・把握し、結果を踏

まえて今後の取組みに反映する。 

     

※虐待防止に向けた体制整備とは、 

①研修会の実施 ②虐待防止委員会の設置と委員会での検討結果の従業者へ

の周知徹底 ③虐待防止のための責任者の設置 

 

２ 法律支援事業 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

定例法律相談を９月２２日実施（第２回）。 

３事例…施設利用中の事故による利用者負傷への対応や考え方等 

特定相談支援事業所２事業所が事例提供。傍聴参加はなし。 

随時法律相談が４件。 

 

今後の方向性 

定例法律相談を予定通り実施する。（１２月、３月）サービス事業所の傍聴

参加についての検討を進めていく。 
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３ 虐待レビュー会議 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

基幹相談支援センターで毎月進捗状況の確認を行っている。（令和４年１１月

末現在対応件数：５ケース） 

 

今後の方向性 

基幹相談支援センター内では引き続き、毎月進捗確認を行う。市と基幹相談

支援センターのレビュー会議を年２回（第２回：２月予定）開催する。 

 

 

 

 

《ココスルホームページより抜粋》 
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≪研修動画視聴後アンケート≫イメージ 
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相談支援部会 

 

概要 

 

令和３年度までは事務局主体で相談支援専門員の質の向上を目的に研

修会等を実施していたが、相談支援専門員が抱える課題の解決を主に部会

を運営する体制へと見直しを行う。 

 

相談支援の質の向上 

（１）定例部会 

定例部会において、相談支援専門員が困りごとを自ら主体的に解決する

ための場として部会運営を行う。（偶数月開催） 

 

（２）事業所訪問 

事業所訪問において、“業務上の課題を伺う”“委託相談との関係構築”

を目的に、基幹相談支援センターと委託相談支援事業所のペアで市内の相

談支援事業所に出向き、実際のプランを見ながら意見交換やスーパーバイ

ズを行う。（２事業所／月） 
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相談支援の質の向上 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

（１）定例部会 

定例部会を偶数月に実施。 

事業所訪問で確認した困りごとを基に、困りごとに対する取組みに関する意

見交換を行い、【相談支援専門員が相談し合える体制づくり】【相談支援専門員

の業務（支援）の在り方について検討】に分かれて協議を進めていくこととな

った。 

 

【相談支援専門員が相談し合える体制づくり】 

・自身の支援や専門的なことへの対応（法的なこと、年金申請など）に不安が

あっても、相談したいタイミングで相談出来ない。 

・相談し合える相談支援専門員同士の横のつながりがない（人もいる）。 

という課題より、相談支援専門員同士がオンラインで相談できる体制づくり 

の案が出ている。 

 

【相談支援専門員の業務（支援）の在り方について検討】 

・本来業務以外の業務に追われ、相談業務及び事務作業などの本来業務にかけ

る時間を確保することが難しい。 

・他のサービス事業者から相談支援専門員の業務だと押し付けられる。 

・加算の取り方に関する説明が難しく加算が取りづらい。 

 

などの意見があった。 

計画相談支援業務における、それぞれの目的や抑えるべきポイントの検討を

進めて、事業所訪問におけるスーパーバイズの視点となるよう、相談支援専門

員の基本姿勢を言語化する。 

 

（２）事業所訪問 

相談支援専門員が抱える課題等について把握するため訪問を行った。 

（令和４年１１月末時点で６件訪問） 
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今後の方向性 

（１）定例部会（偶数月開催） 

１２月（第５回）の部会にて、引き続きそれぞれの取組みを進める。 

２月（第６回）の部会では、今後の方向性を確認する。 

また、運営のあり方を検討するため、事務局メンバーで令和４年１１月 

１０日に、大阪府相談支援アドバイザー派遣（打合せ）を実施し、令和４年１

１月２８日に相談支援部会（打合せ）に参加していただいた。以後、引き続き

スーパーバイズを受ける予定。 

 

（２）事業所訪問 

 引き続き、事業所訪問を継続し、計画相談支援業務全体の助言や個別支援の

助言等を行う。また、確認した課題については、定例部会の打合せで共有・整

理を行ったうえで、取扱いについて定例部会にて検討などを行う。 

 

 

 

 

《取組み体制イメージ図》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題解決の取組み 

定例部会 

左に同じ 

事業所訪問 

課題の吸い上げ ○○○○○○ 

令和４年度 

課題解決の取組み 

定例部会 

左に同じ 

事業所訪問 

課題の吸い上げ ○○○○○○ 

令和４年度 

課題解決の取組み 

定例部会 

左に同じ 

事業所訪問 

課題の吸い上げ ○○○○○○ 

令和４年度 

フィードバック 相談支援専門員が日頃の業

務における課題の解決を行

う場 

 

●相談員支援専門員が相談

し合える体制づくり 

●相談支援専門員の業務（支

援）の在り方について検討 

“業務上の課題を伺う” 

“委託相談との関係構築” 

を目的に、基幹相談支援セン

ターと委託相談支援事業所の

ペアで相談支援事業所に訪問

する。 
課題の吸い上げ 

 

定例部会の運営についての協議 

事業所訪問で出た課題の共有と整理 

定例部会 

定例部会（打合せ） 

事業所訪問 

令和４年度 
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就労支援部会 
 

概要 
 

 

「一般就労への移行」及び「工賃向上」の２つのテーマに取組みを進める。 

「一般就労への移行」としては、就労支援機関との連携体制の構築を進める。

また、「工賃向上」としては、共同受注体制を構築し、企業へのアプローチを行

う。 

 

（１）和泉支援学校との連携体制の構築 

進路に関する学校側の困り事の中から、就労支援部会として協力出来ること

を検討し実施する。 

 

２．一般就労への移行 

（１）実習先確保及び一覧表の作成 

実習に関するルールを作成し、小規模的に実施する。実施する中で出てきた

課題について協議しながら、少しずつ規模を広げる。併せて実習時にどのよう

な情報共有が有効か検証し、実習振返りシートを作成する。 

 

３．工賃向上 

（１）共同受注システムの構築 

共同受注グループの周知を行い、受注依頼を拡大する。 

（２）販路拡大 

既存の販路の拡大についての協議、授産製品の販売イベントを実施する。 
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１．関係機関との連携体制の構築 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

（１）和泉支援学校との連携体制の構築 

１２月上旬和泉市内の障がい福祉サービス事業所の情報を取りまとめたＷｅ

ｂサイト（ココスル：くらしの情報応援サイト）のチラシ配布依頼を行った。 

 

今後の方向性 

（１）和泉支援学校との連携体制の構築 

生徒の進路選択にあたり、就労支援部会として協力できることについて、検討

を継続して行う。 

２．一般就労への移行 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

（１）実習先確保及び一覧表の作成 

（２）就職先の確保 

１１月１５日に、障がい者就労支援に関する機関（就労移行支援事業所、障害

者就業・生活支援センター、和泉市無料職業紹介センター、ハローワーク）が互

いに機能として求めることについて今後、整理していくことを確認した。その中

で、実習先や就労先の確保について取組みの方向性について検討した。 

 

今後の方向性 

（１）実習先確保及び一覧表の作成 

（２）就職先の確保 

１２月に、就労移行支援事業所、障害者就業・生活支援センター、和泉市無料

職業紹介センターで、障がい者就労支援における、個別支援及び基盤整備におい

て、互いに機能として求めることを共有・整理し、具体的な取組みを検討・実施

していく。 

 
 

過去の委員提案について 

障害者就業・生活支援センター（就ポツ）との連携のあり方について 

就ポツ・サービス事業者・市・障がい者基幹相談支援センターにて検討を行って

いる。今後、全体的な連携体制の構築等に向けて、必要に応じてハローワークや

無料職業紹介センターとも合わせて検討を進める。 

⇒就労支援機関全体の具体的な役割、及び今後の動き方等について整理してい

く。 
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３．工賃向上 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

（１）共同受注システムの構築 

・企業からの受注について 

企業向けに、受注可能な業務などを掲載したカタログの作成を行った。 

（現在、最終校正を行っている） 

・授産製品の紹介について 

市民向けに、授産製品の紹介ページをＷｅｂサイト（ココスル：くらしの 

情報応援サイト）へ掲載している。 

（２）販路拡大 

ショッピングモール等での販売イベントについて協議中。 

 

今後の方向性 

（１）共同受注システムの構築 

・企業からの受注について 

企業に向けて発信し、企業と事業所との協力関係を構築する。 

配布先の候補として、和泉市商工会議所、ハローワーク等が挙がっている。 

・授産製品の紹介について 

令和５年１月号の社協いずみにて市民向けに周知予定。 

 

（２）販路拡大 

授産製品の販売イベントの企画、実施する。 
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《作成しているカタログの１ページ抜粋》 
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地域移行部会 

 

概要 

 

 

令和３年度までは精神病床からの地域移行を中心に取り組んできたが、

令和４年度より「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に

向けて取組みの転換を図る。 

 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 関係機関・関係事業者等に対してアンケート及びヒアリングの結果を基に、

具体的にどのような取組みを実施するか検討する。 

 

〇対象関係機関等 

・障がい福祉サービス事業所 

・精神科訪問看護事業所 

・精神科クリニック 

・和泉市内４か所の精神科病院  

・あじさい会（精神障がい者家族会） 

・CSW（一部アンケート） 

・チームみずいろ（ピアサポーター） 

・和泉市内４か所の地域包括支援センター 
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精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

１０月３１日の地域移行部会にて、精神障がいにも対応した地域包括ケアシ 

ステムの構築に向け、ニーズを把握するために実施したアンケート及びヒアリ

ング結果（別紙）を基に、取組み案（アイデア）の意見交換を実施。 

 

〇訪問看護と相談員の交流会 

〇新生会病院による依存症についての研修会 

〇往診が出来る医療機関等の情報の集約（和泉保健所で取組み予定） 

〇訪問看護が作成している事業所一覧表について、項目の検討や修正 

〇支援者が精神疾患等について学ぶ機会 

等具体的な取組案が挙がる。 

 

今後の方向性 

次回の部会までに、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に 

向けた、当事者及び、地域包括支援センター対象のニーズ調査アンケートを改

めて実施。次回の部会にて、ニーズ調査アンケート結果を基に、取組み案の整

理・検討を行う。その後、具体的な取組みを企画・実施を行っていく。 

 

※次回の部会は、令和５年１月実施予定。 
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地域生活支援拠点部会 

 

概要 

地域生活支援拠点整備方針に基づき、事業運用の促進と事態発生時の円滑な

対応の実施に取り組む。「相談」「緊急時の受入れ・対応」以外の機能について

も段階的に検討・実施を進め、地域生活支援拠点の整備・強化・評価・改善等

を継続する。 

 

１．事業運用の推進（「相談」・「緊急時の受入れ・対応」の機能） 

・引き続き、相談支援部会等と連携しながら、周知や利用促進の働きかけ、登 

録の進捗確認を行う。 

・周辺市との広域的な連携体制の構築に向け、取組みを継続する。 

 

２．課題の抽出・検証・改善による機能強化 

ワーキングにて各スキームの検討を行い、在宅スキームについては令和５年

度中の運用を目指す。（居宅介護事業者、訪問看護の協力） 

 

〇短期入所・共同生活援助の利用以外の対応の検討（在宅スキーム） 

・現時点において短期入所利用困難なケースを利用につなげる方法や、受入れ 

が可能になる方法についても、検討する。 

 

〇短期入所での受入れ拡大の検討（短期入所利用スキーム） 

・医療的ケアが理由で短期入所利用が困難な方もいることから、短期入所にお 

ける医療連携体制加算活用の可能性についても探る。 

・訪問看護に部会参画を依頼し、短期入所における医療連携体制加算活用の成 

功事例の共有を図ってイメージ化し、医療的ケアが必要な方の受入れについて、 

具体的に検討する。 
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１ 事業運用の推進（「相談」・「緊急時の受入れ・対応」の機能） 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

令和４年１１月末時点登録件数：６ケース 

通報件数：１件（令和４年６月…第１回協議会で報告分） 

 

第１回協議会での委員提案について 

緊急時対応をより円滑に行い、利用者が地域で安心して暮らし続けることが

出来るよう、日頃から家族や関わる支援者が意識的にリスクと対応（家族の意

向を含む）を想定し、同じ感覚で共有や検討し合えるような場や手法の検討が

必要。 

 

長野県北信圏域の取組みを参考に、障がい福祉課、基幹相談支援センター、地域生

活支援拠点部会・相談支援部会の各代表で取組みの場や進め方について協議。 

・地域生活支援拠点部会にて取組みを進める。 

・緊急事態が発生する要因は、本人の状況より環境因子の影響が大きく、それらを

測ることが出来る指標を定め、相談支援専門員だけでなく、関係機関全体でハイ

リスク者について予防や対応のイメージを共有する場が必要である。 

・指標の活用により抽出されるハイリスク者の実態（人数、各ケースの状況）など

バックデータを収集・整理し、要件の見直しの根拠となるようにする。 

・相談支援専門員の中には、登録にかかる業務増の負担感だけが増していたり、登

録要件があることで、それから外れる人はリスクマネジメントの必要性がないと

判断している場合もあることから、登録が進まない状況が考えられる。正確な対

応イメージや目的を伝える必要がある。 

 

今後の方向性 

・引き続き、相談支援専門員への勧奨を継続していく（事業所訪問、更新時等） 

・周辺市との広域的な連携体制の構築に向け、取組みを継続する。 

 

また、委員提案を踏まえ、 

・ハイリスク者の指標を明確にするツールを作成する（対象となる人の見える化） 

・ハイリスク者のバックデータの収集や整理方法の検討を行う。 

・相談支援専門員等（サービス事業者含む）への周知方法の再検討を行う。 
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２ 課題の抽出・検証・改善による機能強化 

 

令和４年度１１月までの取組み実績と成果 

スキームの充実や登録要件拡大のための検討にあたり、訪問看護事業所（和

泉リハビリ訪問看護ステーション）への申し入れを行った。 

 

〇短期入所・共同生活援助の利用以外の対応の検討（在宅スキーム） 

在宅支援の体制整備検討にあたり、居宅介護事業者（一部）への事業内容の

周知・説明・緊急時受入れへの協力依頼を行った。 

 

今後の方向性 

〇短期入所・共同生活援助の利用以外の対応の検討（在宅スキーム） 

・訪問看護の部会参画により、在宅での医療的ケアや精神障がいの方への支援

を検討する。 

・居宅介護事業者へ、部会参画や緊急時の受入れの可能性や具体的な動きにつ

いてヒアリングを行う。 

〇短期入所での受入れ拡大の検討（短期入所利用スキーム） 

・短期入所事業所等連絡会を定期開催し、緊急時の受入れや運営する中での困

りごと、課題を共有・解決するための協議の場をもち、連携体制の強化と、

和泉市内全体での受入れ体制整備を進める。 

・訪問看護の部会参画により、短期入所における医療連携体制加算活用の成功

事例の共有を図り、訪問看護との連携や医療的ケアの具体的な対応（程度や

回数）をイメージ化し、医療的ケアが必要な方の受入れについて検討を進め

る。 
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支援の質向上・ICT 活用プロジェクトチーム 

 

 

プロジェクトチームの概要等 

 

PT の発足について 

・部会の取組みや令和 3 年度報酬改定（障がい者虐待防止関係含む）の動き、

日ごろの業務を通じて、自立支援協議会や現行の部会だけでは対応できない

ものが多くあることを認識。 

・自立支援協議会は条例に基づく附属機関であるため、柔軟な対応が困難であ

り、より現場に即した柔軟かつ実効性のある検討の場が必要。 

・PT 発足について、令和 2 年度末実施の自立支援協議会にて協議を行い、承認

を得て取組みを進めることとする。 

 

PT の取組みについて 

 「支援の質」の向上に関する取組みを進めることで、質の高い日々の支援に

つなげていくものとする。 

 また、ICT の活用による業務効率化を図ることで、日々の支援の質の向上に

集中することができる。※事業者の主体性を最大限引き出し、取組みを進める

ものとする。 
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１．令和４年度（現在）の取組み等 

 

令和４年度より以下の２つのテーマごとでチーム編成のもと、取組みを開始。 

 

チームＡ「社会資源の作り方、あり方」 

・取組み内容 

ガイドヘルパーの利用について、より余暇活動の充実、社会参加を促進する

ものとして、ガイドヘルパーとの行き先についてバリアフリー等、障がいがあ

る方が利用しやすい場所がわかるものとして、マップの作製などが出来れば良

いという案があがっている。 

 

チームＢ「個別支援計画の在り方、サービス提供の在り方」 

・取組み内容 

サービス提供プロセスに基づいた支援の在り方（チームアプローチ等）を実

際の現場で実施することを目的に、サービス提供プロセス（７つのセクション）

に関する研修を日中活動系事業所のサービス管理責任者を対象に実施してい

く。 

 

サービス管理責任者基礎研修の内容変更（平成３１年）に伴い、サービス管

理責任者基礎研修を受講した時期の違いによって、サービス管理責任者間で

も、サービス提供プロセスに関する理解に乖離があるという現状も課題として

挙がった。 

 

●１０月２５日、市内２か所のサービス支援事業者に対しプレ研修を実施。 

サービス支援事業者から（スタッフとの打ち合わせや会議を定期的に開催等）

支援の質の向上に向けた取組み例を聞くことができた。 

評価としては、サービス支援事業者内で個別支援会議を行うことにより、支

援の方向性の共有、共通認識が出来る（チームアプローチ）といった重要性

等、サービス提供プロセスにおける 7つのセクションの認識が深まった。 

 

●２月３日、本研修を実施予定。 

 【内容】 

① 講義：サービス提供プロセス（７つのセクション）のポイントについて 

講師：かざみどり相談室 宮﨑氏（主任相談支援専門員） 

方法：動画配信（研修参加者限定公開による動画配信） 

※動画の撮影は１２月９日予定。 

 ② 演習：①講義の振り返りと補足説明を行ったうえで、各事業所における、

支援の質の向上に向けた取組み例の共有等。 

   方法：対面によるグループワーク等 

   ※研修受講前と受講後に評価アンケートを実施し効果測定を行う予定。 
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●研修後のフォローアップとして 

オンラインを活用し、本研修の受講者同士で困りごとの共有や助言をし合え 

る体制づくりを検討しており、まずは、事務局側で試運転することとなった。 

 

 

※サービス支援事業者から見た計画相談支援との連携の在り方やサービス 

管理責任者だけでなくスタッフも含めたチームアプローチできるような人材

育成の視点も踏まえて取組みを進める。 
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これまでの委員提案 

 

 

 

◆地域における障がい者の外出支援の活性化、充実化 

・・・支援の質向上・ICT 活用プロジェクトチームにて取り組み 

 

◆泉州北障害者就業・生活センターによる支援 

・・・就労支援部会にて取り組み 

 

◆障がい者計画等のわかりやすい版の作成 

・・・次年度、計画策定時に取り組み予定 

 

◆緊急時対応をより円滑に行える体制作りと、より安心して暮らし続けられる

地域づくりについて 

・・・地域生活支援拠点部会にて取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員のみなさま貴重なご提案ありがとうございます。今後も活発な協議・取り

組みを進めていくため、どしどし提案お待ちしております！ 


